
 1 

 

2018 年北海道胆振東部地震で被害を受けた 
火山灰質土の不飽和液状化試験の数値解析 

 
 
 

松丸 貴樹 1・海野 寿康 2 
 

1正会員 鉄道総合技術研究所 構造物技術研究部（〒185-8540 東京都国分寺市光町 2-8-38） 

E-mail: matsumaru.takaki.35@rtri.or.jp 

2正会員 宇都宮大学 地域デザイン科学部（〒321-8585 栃木県宇都宮市陽東 7-1-2） 

E-mail: unno@cc.utsunomiya-u.ac.jp 

 

本論文では，2018 年北海道胆振東部地震で被害を受けた火山灰質土（Spfa-1 および En-a）を用いて実施

された不飽和液状化試験（繰返し三軸試験）を対象として，数値シミュレーションによる再現を試みた．

三相系多孔質体理論に基づいた解析手法により，飽和土の構成式をそのまま不飽和状態での解析に活用す

ると液状化強度を過小に評価することを確認した．そこで，不飽和液状化試験で特徴的な間隙比の変化に

着目し，ダイレイタンシー挙動を間隙比変化に応じて変化させる発展則を導入した．提案手法を用いた解

析を行ったところ，両火山灰質土の実験挙動を良好に再現できることを確認した． 
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1. はじめに 

 

2018 年北海道胆振東部地震では，山間部における斜

面崩壊が多く発生した 1)．特に，勇払郡厚真町を中心と

した地域では，全体の約 9割の災害が集中しており，火

山灰質土から成る地盤が，表層崩壊や土砂が泥流状に崩

壊する流動性崩壊などの多くの地盤災害が発生した．こ

の地盤災害を受け，崩壊した土砂の性状や力学特性の把

握が精力的に行わている． 

本地震以外においても，近年の地震災害でがは，火山

地域での火山灰質土からなる斜面や土構造物の地震被害

が数多く報告されている2)．例えば，2003年三陸南地震

においては，宮城県築館町の火山灰質砂質土から構成さ

れる緩斜面が崩壊し，土砂が泥流上に流出する現象が生

じている3)．また，2003年十勝沖地震においても，北海

道旧端野町において火山灰質土から成る盛土が流動破壊

する現象が生じている4)．2016年熊本地震においても，

多くの火山灰質土の地盤災害が報告されている．鉄道や

道路等の線状構造物には火山灰質土から成る自然斜面・

土構造物が多く存在し，今後も類似の災害が発生するこ

とに対して現象の解明，対策工の検討等が急務となって

いる． 

 我が国は，第四紀以降の活発な火山活動に起因して火

山噴出物が堆積しているが，地盤材料として火山灰質土

は火山灰質砂質土・火山灰質粘性土という名称で特殊土

に区分されている5)．火山灰質砂質土については，近年

の地盤災害を受けて液状化に関する研究が精力的に進め

られており，特に飽和状態での繰返し非排水三軸試験

（液状化試験）が系統的に実施されており，一般の砂質

土との違いが示されている6)-8)． 

 ところが，上述の地盤災害においては地下水位以下の

地盤だけでなく，地下水位より上方の不飽和領域でも液

状化が生じているものと考えられている．例えば，風間

ら9) は宮城県築館町の災害事例3) を対象に，火山灰質土

の不飽和繰返し三軸試験を行い，飽和度が70％程度の不

飽和状態であっても液状化が生じる可能性があることを

示している．また，海野ら10)はこの不飽和繰返し三軸試

験を対象とした数値解析を行い，不飽和状態で液状化が

生じることを解析的に示している．2018年北海道胆振東

部地震で被害を受けた火山灰質土についても，不飽和状

態での液状化試験から液状化発生の可能性が示唆されて

いる11)．しかしながら，これを裏付ける数値解析的なア

プロ―チはなされていない． 

そこで，本研究では 2018 年度の北海道胆振東部地伸

で被災した火山灰質土の不飽和液状化試験を対象に，数

値解析による再現を試みた．数値解析は，飽和土を対象

とした構成式を用いて行った上で，実験結果の再現性を

踏まえて不飽和液状化試験で見られる体積変化に起因し
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た間隙比の変化に着目し，構成モデルの改良を行い，数

値解析の精度向上を試みた．  

 

 

2. 数値解析手法 

 

本研究では，土骨格と間隙水および間隙空気から成る

三相系の不飽和多孔質体を想定し，土骨格の変位us，間

隙水圧pw および間隙空気圧paを未知数とする基礎式（混

合体のつりあい式と間隙水・間隙空気の連続式）12)を用

いた．ただし，不飽和繰返し三軸試験のシミュレーショ

ンでは有限要素法等に基づく境界値問題としての扱いは

行わず，非排気・非排水条件より供試体内の諸量の分布

は一様と仮定した次式に示す局所形の方程式を用いる10), 

13)． 
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ここに，nは間隙率，swは間隙に対する水の体積比（飽

和度），saは間隙に対する空気の体積比，Kwは間隙水の

体積弾性係数，cは比水分容量，Dijは弾塑性マトリック

スの成分である．入力を軸ひずみ増分⊿εzとすることで，

側方ひずみ増分⊿εx（=⊿εy），鉛直応力増分⊿σz，間隙

水圧増分⊿pw，間隙空圧増分⊿pa を求めることができる． 

 土骨格の構成式には簡易な繰返し弾塑性構成式を用い

た．具体的には，せん断による降伏を考慮した相当応力

比一定型の降伏関数，非線形移動硬化則14)，非関連流動

則，Cam-Clay 型の塑性ポテンシャル関数を用いた．そ

れぞれについて，式(2)～(5)で記述される． 

 

0
2

3
 kf αη     (2) 

 







  p

d
pba  αeα

3

2       (3) 

 

s
e





gp     

p

g
Dp

v 


         (4) 

 













a

m p

p
Mg ln

2

3
αη     (5) 

 

ここに，p'は平均有効応力，sは偏差応力テンソル，ηは

応力比テンソル，αは背応力，epは塑性偏差ひずみテン

ソル，εvp塑性体積ひずみ，εdpは塑性相当ひずみである．

また，(2)式中のk は弾性域の大きさを表し，(3)中のa・b

は材料定数，(4)式中のDはダイレイタンシー係数，(5)式

中のMmは変相応力比，p'aは||η－α||=0となるときのp'の値

である． 

この構成式を基に，繰返し載荷ごとでリセットされる

塑性相当ひずみに応じて次式に示す形で塑性剛性の低減

を行っている，液状化時のような大きなひずみの発現を

記述できるようにしている15)． 
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ここに，a0は a の初期値，a1は a の下限値であり，Cfは

材料定数である． 
 水分特性曲線にはvan Genucheten（VG）モデル16) を用

いることとする．ただし，一般にサクションと飽和度の

関係は，主脱水曲線と主吸水曲線に囲まれた領域に位置

するが，液状化のように載荷によって有効応力が減少す

る場合には，サクションが低下し飽和度が上昇するとと

もに，主吸水曲線に近づく挙動を示すと考えられる．こ

のため，本研究では水分特性曲線は主吸水曲線を設定し

た後，現在の飽和度とサクションが繰返し載荷を受ける

ことで現在の状態から主吸水曲線を指向する走査曲線上

を動くものとした．走査曲線にはZhouら17) の手法を使っ

て次式のように，主吸水曲線の形状に基づき記述するも

のとする． 
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ここに，pw
c は現在の有効飽和度 se に対する主吸水曲線

上でのサクションの値，bwa は水分特性曲線の形状を設

定するパラメータであり，大きな値を設定すると速やか

にサクションが低下し走査曲線に摺りつく形状の曲線と

なる．つまり，本パラメータの設定によって繰返し載荷

に伴うサクションの低下量を制御することができる 13)． 

 

 

3. 解析対象とした実験の概要 

 

解析対象とした実験は，緑川ら 11)が実施した，2018

年北海道胆振東部地震で多くの被害を受けた，火山灰質

土の不飽和繰返し三軸試験である．試料となる火山灰質

土は，厚真町で斜面崩壊を生じた箇所の近傍で採取され

た，支笏湖降下軽石（以下では，Spfa-1 と記す）および
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恵庭降下軽石（以下では，En-aと記す）である． 

 不飽和繰返し三軸試験は，両材料に対して繰返し載荷

前の飽和度・サクションを変えて複数ケース実施されて

いる．繰返し載荷前の基底応力は概ね 20kPa となってい

る．繰返し載荷は応力振幅一定の応力制御条件，および

軸ひずみ振幅を 0.2，0.4，0.8，1.2，1.6 および 2.0％と漸

増させるひずみ制御条件での載荷が行われているが，本

研究では両試料に対して初期の飽和度・サクションの大

きさが異なる 2ケースの応力制御条件での載荷を解析対

象とすることとした．解析対象とした不飽和三軸試験の

条件を表-1に示す． 

 実験結果については，次章以降で解析結果と共に示す． 

 

 

4. Spfa-1を対象とした解析 

 

(1) 解析条件 

解析に用いたモデルパラメータの一覧を表-1 に示す．  

土骨格の構成モデルに関するパラメータについては，

無次元化せん断弾性係数や限界状態の応力比は，飽和土

を対象とした三軸試験をもとに設定した．移動硬化パラ

メータ a0・a1，ダイレイタンシー係数 D，弾性域の大き

さ kについては構成式が飽和状態での繰返し三軸試験の

応力～ひずみ関係や有効応力経路を再現できるように設

定した． 

水分特性曲線に関するパラメータについては，保水性

試験の吸水過程を再現できるように van Genucheten モデ

ルの基本パラメータを設定した．走査曲線の形状を決定

するパラメータ bは不飽和繰返し三軸試験での挙動を再

現性に基づいて設定した．  

式(1)に示すように，本数値解析手法では軸ひずみ増

分を与えることで，各諸量を求める形となっている．そ

こで，応力制御・ひずみ制御いずれの解析条件において

も，1 ステップの載荷で 5.0×10-3％のひずみ増分を与え

ることとし，応力制御条件下では求められた軸差応力の

大きさを基に，ひずみの載荷方向を反転させることとし

た．また，応力制御条件での解析では，実験時と同様に

両振幅軸ひずみが 10％に到達する段階まで解析を行っ

た．なお，本解析では飽和状態での解析についても式

(1)の支配方程式を用いることとし，その際の飽和度・

サクションは極めて小さな値を付与することとした． 

 

(2) 解析結果および考察 

 まず，実験結果として，飽和状態での繰返し三軸試験

（応力制御条件），および不飽和状態での繰返し三軸試

験（応力制御条件・ひずみ制御条件）を図-1 に示す．

図中には，応力－ひずみ関係（軸ひずみ～軸差応力関

係），応力経路図（平均骨格応力～軸差応力関係）およ

び繰返し回数～平均骨格応力減少比関係（Mean Skeleton 

Stress Reduction Ratio: MSSRR）を示している． 

 飽和状態の載荷では，ごくわずかな繰返し回数で平均

骨格応力が減少し，変相線に到達すると軸ひずみが急増

する挙動を示し，平均骨格応力減少比が 1となって液状

化状態に至っていることがわかる．これに対して，同じ

応力制御条件での載荷では，飽和度が小さくなるほど骨

格応力の低下が遅くなっている．軸ひずみも変相線到達

表-2 Spfa-1の解析で用いたモデルパラメータ 

 
水分特性曲線に関するパラメータ  

最大飽和度・残留飽和度，ss
w，sr

w 0.99, 0.22 
走査曲線のパラメータ，b 2.0 
主吸水曲線，α，m，n 2.0, 1.4, 3.0 

土骨格の構成式に関するパラメータ  

無次元体積弾性係数，K* 500.0 
無次元せん断弾性係数，G* 300.0 
移動硬化パラメータ，a0，a1 300.0, 50.0 
移動硬化パラメータ，b 1.2, 1.0 
限界状態の応力比，Mm 1.2, 1.0 
ダイレイタンシー係数，D 0.2 
弾性域の大きさ，k 0.01 

間隙水・空気に関するパラメータ  

間隙水の実質密度，ρwR(t/m3) 1.0 

間隙空気の実質密度，ρaR(t/m3) 1.23×10-3 

間隙水の体積弾性係数，Kw(kN/m2) 1.0×106 

気体定数，Ma/(ΘR)(m/s) 1.21×10-5 

 

表-1 解析対象とした不飽和三軸試験の条件 

 

Sample Case No. Dry density 
［g/cm3］ 

Void 
ratio 

Degree of  
saturation  [%] 

Loading 
condition 

Spfa-1 B-P-4 
B-P-6 

 

0.507 
0.495 
0.541 

3.50 
3.62 
2.85 

72.6 
81.9 
86.6 

Stress control 
Stress control 
Strain control 

En-a A-P-1 
A-P-7 

 

1.332 
1.326 
1.219 

1.13 
1.13 
1.32 

65.8 
81.7 
80.1 

Stress control 
Stress control 
Strain control 

※Case No.は文献 11)に記載されているものを表す． 
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後も急激に増加することはなく，ひずみが引張側へ蓄積

される挙動を示しており，両振幅 10％に到達する時点

でも数 kPaの軸差応力が残存しており，平均骨格応力減

少比が 1に到達するようなことはなかった．応力経路図

は飽和状態のものと比べ，圧縮側の載荷時に平均骨格応

力が増加し，引張側の載荷時に減少する傾向が強く生じ

ている．また，載荷の進行とともに平均骨格応力の減少

が緩慢化していくことが確認された．そのため，繰返し

載荷の進行とともに，平均骨格応力減少比の上昇も緩慢

化していく挙動を示していた． 

 また，ひずみ制御条件での載荷では，軸ひずみ 0.8％

の載荷までは発揮される軸差応力が増加を示すが，

1.2％以降の載荷では減少する挙動を示し，軸ひずみ

1.6％の載荷時に平均骨格応力減少比が 1 となり液状化

状態に至っているものと考えられる． 

 この実験挙動の解析結果を図-2 に示す．飽和状態で

の繰返し載荷については，実験と同様に載荷の進行と共

に平均骨格応力が減少し，変相線到達後に軸ひずみが急

増し，最終的には載荷開始後数回の繰返し回数で平均骨

格応力減少比が 1となることで液状化状態に至っている

 

(a) 飽和状態－応力制御 

 

(b) 不飽和状態－飽和度 72.6％－応力制御 

 

(c) 不飽和状態－飽和度 81.9％－応力制御 

 

(d) 不飽和状態－飽和度 86.6％－ひずみ制御 

図-1 Spfa-1の実験結果（左：応力－ひずみ関係，中央：応力経路図，右：繰返し回数～平均骨格応力減少比）11) 
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ことが確認でき，概ね実験挙動を再現できていると言え

る．ところが，不飽和状態での載荷（応力制御）につい

ても飽和状態での載荷と類似の挙動を示しており，載荷

終了時の繰返し回数は実験と比較すると随分小さいもの

となっている．特に，本解析では繰返し載荷の進行とと

もに平均骨格応力の減少が増加しており，また両振幅軸

ひずみが 10％に到達するまでに平均骨格応力減少比が 1

に到達しており，平均骨格応力が残存する挙動を再現で

きていない．また，軸ひずみも飽和時の載荷と同様に変

相線到達後に急増しており，引張側に漸増していく挙動

を再現できていない． 

 不飽和状態でのひずみ制御の載荷についても，実験と

比較して少ない繰返し回数で平均骨格応力減少比が 1に

到達している．特に，載荷後半で平均骨格応力の減少が

著しく，また発揮される軸差応力も実験と比較して小さ

いことがわかる． 

 
 

  
(a) 飽和状態－応力制御 

 

  
(b) 不飽和状態－飽和度 72.6％－応力制御 

   

  
(c) 不飽和状態－飽和度 81.9％－応力制御 

   

  
(d) 不飽和状態－飽和度 86.6％－ひずみ制御 

図-2 Spfa-1の解析結果（左：応力－ひずみ関係，中央：応力経路図，右：繰返し回数～平均骨格応力減少比） 
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5. 間隙比の変化を考慮した構成式の導入 

 

(1) 導入した構成式 

前章に示した解析結果から，特に繰返し載荷の後半に

おいて解析結果では平均骨格応力の減少が著しく，軸ひ

ずみが急増する挙動が見られた．不飽和土の液状化試験

では，飽和土の試験に準じて非排気・非排水状態で実施

されるが，間隙空気が圧縮性を有するため，体積圧縮が

生じる．つまり繰返し載荷中に間隙比が変化することと

なる．このことに着目し，本研究では間隙比変化の影響

を構成式で採り入れることとする． 

松丸・渦岡 13)は，構成式の塑性剛性に関係する移動硬

化パラメータ a0 に対して間隙比の変化の影響を考慮す

る手法を導入している．具体的には，移動硬化パラメー

タ a0を，次式で示すように間隙比の変化を考慮した a0*

として記述することとしている． 

 

  sa

ee

a
a


0

0
0

/
     (8) 

 

ここに，ψsa はモデルパラメータである．本パラメータ

の設定により，特に繰返し載荷後半で間隙比が変化した

際のせん断応力の大きさを調整することができる． 

 また，本論文では更に，実験挙動で確認された平均骨

格応力の減少が繰返し載荷の後半で緩慢化している挙動

に着目し，ダイレイタンシー量についても間隙比の大き

さに基づいて，次式のように低減していくことを提案す

る． 

 

  sd

eeDD 
0/     (9) 

 

ここに，ψsd はモデルパラメータである．本パラメータ

の設定により，特に繰返し載荷後半でのダイレイタンシ

ー量を調整することが可能である． 

 なお，松丸・渦岡 18)はサクションの大きさに応じてダ

イレイタンシー係数を調整する手法を導入している．こ

の手法では，特に繰返し載荷の初期のダイレイタンシー

係数が小さいため，載荷初期における平均骨格応力の減

少を抑制する効果を有するが，載荷の進行と共にサクシ

ョンが低下するため，載荷後半ではダイレイタンシー係

数の値が大きくなることとなる．本提案手法で導入する

効果はこの手法と根本的には同様であるが，載荷後半で

徐々に効果が発揮される点が異なっている． 

 

 (2) 導入手法を用いたSpfa-1の解析結果および考察 

 上述の解析手法を用いて，Spfa-1 の解析を再度実施し

た．設定したパラメータは，表-2 のモデルパラメータ

は変更することなく用い，新たに導入したモデルに関す

るパラメータは，ψsa=20，ψsd=60とした． 

 得られた解析結果を図-3 に示す．飽和三軸試験を対

象とした解析では，間隙比の変化はわずかであるため，

解析で得られた挙動は図-2 のものとほとんど変わらな

い．ところが，不飽和状態を対象とした繰返し載荷では，

繰返し載荷の進行に伴って平均骨格応力の減少が緩慢化

していく挙動を再現できており，これに伴って生じる軸

じる軸ひずみも変相線到達以降に急増することなく，主

として引張側に蓄積する挙動を示している．また，繰返

し載荷の進行とともに平均骨格応力減少比の増加も緩慢

化していき，両振幅軸ひずみ 10％到達時においても平

均骨格応力減少比は 1とはならず，数 kPaの骨格応力が

残存している． 

 また，ひずみ制御での繰返し載荷では，平均骨格応力

減少比が 1となる回数が提案したモデルの導入前と比べ

て遅くなっており，繰返し載荷後半で発揮される軸差応

力も大きくなっている．実験と比較すると液状化に至る

回数はやや少ないものの，実験挙動の再現性が改善され

ている． 

 以上の解析から，提案モデルを導入することで不飽和

状態の繰返し載荷挙動を良好に再現できることを確認で

きた． 

 

 

6. En-aを対象とした解析 

 同様の手法を用いて，En-aを対象とした解析を行う．

設定したモデルパラメータを表-3 に示す．土骨格の構

成式，水分特性曲線のモデルパラメータ共に，Spfa-1 の

解析と同じ方法で設定を行った．なお，後述する実験挙

動を踏まえ，間隙比に関するパラメータは，塑性剛性に

係る ψsaは Spfa-1よりも小さく設定し，一方で ψsdは大き

な値を設定しており，間隙変化の影響がダイレイタンシ

ー特性により大きく表れるパラメータの設定とした． 

図-4 に不飽和状態での繰返し載荷に関する実験結果

を示す．ひずみ制御・応力制御いずれの載荷においても，

図-1に示した Spfa-1と類似の挙動を示していたが，繰り

返し載荷初期の段階での平均骨格応力の減少比が著しく，

一方で繰返し載荷後半での低下の緩慢化もより大きく発

揮されている．このため，繰返し回数～平均骨格応力減

少比関係に着目すると，載荷初期の段階での平均骨格応

力減少比の上昇が著しく，逆に載荷後半ではほとんど上

昇しない挙動となっていた．Spfa-1 の解析結果を踏まえ

ると，導入した構成モデルを用いないと，実験挙動の再

現が難しくなることが示唆される． 
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導入した手法を用いて解析を行った結果を図-5 に示

す．解析では，繰返し載荷初期の大きな平均骨格応力の

減少を表現できており，繰返し載荷開始後数回の載荷で

平均骨格応力減少比が大きく増加している点は実験を再

現できており，Spfa-1 よりも載荷初期に大きく平均骨格

応力が減少する挙動となっている．また，応力制御の載

荷では軸ひずみが引張側に蓄積されることや，両振幅軸

ひずみが 10％に到達した際に平均骨格応力が残存して

いる点でも実験と整合している．しかしながら，繰返し

載荷後半では実験ほど応力の低下が抑制されていない状

況となっている．また，ひずみ制御の載荷では，実験よ

りも平均骨格応力の減少が早くなっている．この挙動は，

例えばパラメータ ψsdをより大きく設定することで表現

できることを確認しているが，一方で応力制御での載荷

時に両振幅軸ひずみが 10％に到達する繰返し回数は実

験よりも早くなるなど，実験での再現性が低下してしま

  
(a) 飽和状態－応力制御 

 

  
(b) 不飽和状態－飽和度 72.6％－応力制御 

   

  
(c) 不飽和状態－飽和度 81.9％－応力制御 

   

  
(d) 不飽和状態－飽和度 80.6％－応力制御 

図-3 Spfa-1の解析結果（左：応力－ひずみ関係，中央：応力経路図，右：繰返し回数～平均骨格応力減少比） 
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うことを確認しており，液状化に至る繰返し回数や平均

骨格応力の低下，ひずみの増加など様々な挙動を再現で

きるよう，パラメータセットの検討やモデルの更なる改

良について検討する必要がある． 

 

 

7. まとめ 

 

 本論文では，2018 年北海道胆振東部地震で被害を受

けた火山灰質土の不飽和液状化挙動を数値モデルで再現

することを目的として，Spfa-1および En-aを対象とした

液状化試験の再現を試みた．解析では，載荷条件や初期

状態の異なる複数の試験に対する再現性を確認した．ま

た，飽和土を対象とした構成モデルによる不飽和繰返し

載荷試験の再現性を踏まえ，不飽和土の液状化試験で特

徴的な間隙比の変化に着目した構成モデルを導入すると

ともに，実験挙動の再現を再度試みた．その結果，以下

の知見が得られた． 

1) Spfa-1 を対象として，飽和状態での載荷を再現でき

表-2 Spfa-1の解析で用いたモデルパラメータ 

 
水分特性曲線に関するパラメータ  

最大飽和度・残留飽和度，ss
w，sr

w 0.99, 0.10 
走査曲線のパラメータ，b 2.0 
主吸水曲線，α，m，n 2.0, 1.4, 3.0 

土骨格の構成式に関するパラメータ  

無次元体積弾性係数，K* 500.0 
無次元せん断弾性係数，G* 300.0 
移動硬化パラメータ，a0，a1 300.0, 50.0 
移動硬化パラメータ，b 1.2，1.0 

限界状態の応力比，Mm 1.2，1.0 

ダイレイタンシー係数，D 1.2 
弾性域の大きさ，k 0.1 
間隙比に関するパラメータ，ψsa，ψsd 10.0，200.0 

間隙水・空気に関するパラメータ  

間隙水の実質密度，ρwR(t/m3) 1.0 

間隙空気の実質密度，ρaR(t/m3) 1.23×10-3 

間隙水の体積弾性係数，Kw(kN/m2) 1.0×106 

気体定数，Ma/(ΘR)(m/s) 1.21×10-5 

 

 

(a) 不飽和状態－飽和 64.8％－応力制御 

 

(b) 不飽和状態－飽和度 80.6％－応力制御 

(c) 不飽和状態－飽和度 80.1％－ひずみ制御 

図-4 En-aの実験結果（左：応力－ひずみ関係，中央：応力経路図，右：繰返し回数～平均骨格応力減少比）11) 
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る状態で，不飽和繰返し載荷試験の再現を試みたと

ころ，実験より平均骨格応力の減少が早くなり，液

状化に至る回数も少なく，実験挙動を適切に再現で

きなかった． 

2) 不飽和土の液状化試験で見られる間隙空気の圧縮に

起因した間隙比変化の影響を，塑性剛性だけでなく

ダイレイタンシー特性の変化として捉える発展則を

構成モデルに導入した． 

3) 導入した解析手法を用いて Spfa-1 の解析を再度試み

たところ，平均骨格骨格応力の減少過程や，ひずみ

の引張方向への累積性，液状化に至る繰返し回数な

ど実験挙動を良好に再現できることを確認できた． 

4) 同様の手法を用いて En-a の繰返し載荷試験の解析を

行ったところ，Spfa-1 よりも載荷初期により平均骨

格応力が減少する挙動を上手く表現できた一方で，

繰返し載荷後半での平均骨格応力の減少の再現につ

いてはより精度向上が必要となることが確認された． 

本解析では，間隙比に関する発展則を導入したことに

より，応力経路図において限界状態線を越えた応力状態

が生じる場合があり，限界状態線に沿った応力挙動を表

現できる必要がある．また，実際の厚真町の斜面を対象

とした地盤の地震応答解析を行って，Spfa-1や En-aを含

む地盤の液状化挙動について評価を行う必要がある． 

 

 

謝辞：本研究は，JSPS 科研費 18H01529（代表：海野寿

康）の各助成を受けて実施したものです．ここに記して

御礼申し上げます． 
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(a) 不飽和状態－飽和度 64.2kPa－応力制御 

   

  
(c) 不飽和状態－飽和度 80.6％－応力制御 

   

  
(d) 不飽和状態－飽和度 80.1％－応力制御 

図-5 En-aの解析結果（左：応力－ひずみ関係，中央：応力経路図，右：繰返し回数～平均骨格応力減少比） 
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NUMERICAL SIMULATION OF UNSATURATED LIQUEFACTION TEST USING 

VOLCANIC SOILS DAMAGED IN THE 2018 HOKKAIDO IBURI EASTERN 
EARTHQUAKE 

 
Takaki MATSUMARU and Toshiyasu UNNO 

 
In this paper, the numerical simulations were conducted in order to reproduce the tendency obtained in 

the unsatured liquefaction tests (cyclic tri-axial tests) using volcanic soils (Spfa-1 and En-a) damaged in 
the 2018 Hokkaido Iburi eastern earthquake. In the numerical simulations, the three-phase porous media 
theory was applied. However, the simulated results underestimated the unsaturated liquefaction resistance 
in unsaturated conditions, because the constitutive models used in the simulations were developed for de-
scribing the tendency of liquefaction characteristics for saturated soils. Therefore, the evolution rules fo-
cused on the change of void ratio were proposed for modifying the dilatancy characteristic of unsaturated 
soils. The simulated results using proposed method could successfully reproduce the tendency obtained in 
the tests using both soil. 


